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意味論的目的適合性と
語用論的目的適合性
—外部会計における最適測度の選択問匿ー一
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最近の一般的な見解によると，会計という測定のプロセスから生み出され
てくるアウトプットは情報であり， これがさまざまな行動主体に利用され
「消費」されると考えられる。また，会計は「情報の利用者が判断や意思決
定を行なうにあたって，事情に精通したうえでそれができるように，経済的
(1) 
情報を識別し，測定し，伝達する過程である」と定義されている。さらにま
た，規範的な観点からは，会計担当者は合理的な意思決定を促進するという
目的に対して「最適な」会計測度 ("optimal"accounting measure) を提
(1) Committee to Prepare a Statement of Basic Accounting Theory (ASOBAT), 
A Statement of Basic Accounting Theory (American Accounting Association, 
1966), p.1. 飯野利夫訳．「基礎的会計理論」（国元書房，昭44),2頁。
2 (2) 意味論的目的適合性と語用綸的目的適合性（岡部）
(2) 
供しなければならない，ともいわれている。
いまこのような前提を承認するなら，目的適合性ないし襲連性(relevance)
の概念を立ち入って分析してみる必要が生ずるであろう。情報利用者の合理
的な意思決定をたすけるような会計情報を提供するためには会計数値はそう
した特性を備えていなければならず，この点で，利用者に有意義な情報を与
えることを要求するのは目的適合性の規準にほかならないからである。一般
に，この規準は会計数値と利用者の要請との間の機能的適合関係を求めるも
のであるから，目的適合性の程度の高い情報ほど意思決定の質をたかめて，
合理的活動を促進するとみることができるし，また他の条件が等しいかぎり
(3) 
目的適合度のもっとも大きい会計測度が最適なものであるということができ
る。
この概念の検討は，抽象的に最適会計システムの設計を企図する場合だけ
でなく，資産の評価基準や利益の定義の問題を具体的に考えるわれわれにと
っても重要である。われわれは半世紀も前から， さまざまな減価償却法
（定額法，定率法，倍額逓減法，産高比例法，級数法など）や棚卸資産原価配分法
(Lifo, Fifo, 移動平均法，総平掏法など）の中から， あるいはさまざまな資産
(2) Gerald A. Feltham and Joel S. Demski, "The Use of Models in Information 
Evaluation," The Accounting Review, Oct. 1970, p. 623. 
(3)ここに， 「目的適合性の程度」とか「目的適合度」 というのは， 目的適合性が完
全にあるかそれとも全くないかのいずれかであるとする二進法的解釈をとらない
ことを意味している (Cf. Keith Shwayder, "Relevance," The Journal 
of Accounting Research, Spring 1968, pp. 91-:92.）。この解釈は重要である。
第一に， 「ヨリ多くの」あるいは「ヨリ少い」目的適合度がありうるとすると，
少くとも順序尺度で測定可能となり， これにもとづいて代替法を比較することが
できるばかりでなく，他の規準の漣守度（たとえば検証可能性の程度）とのトレ
ード・オフが可能になる。 第二に， 目的適合性が程度の問題であるとした場合，
単にプラス側の程度としてでなく，マイナス側の程度（いわゆる negativerele-
vance) としても考えることができるから，意思決定を誤らせるような情報も価
値ある情報と同一平面で把えることができるようになるであろう。
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評価基準（歴史的原価，取替原価、正味実現可能価値，割引現価など）や利益概念
（伝統的会計利益，経営利益，実現可能利益，経済学的利益など）の中から「ヨリ
良い」あるいは「最良の」方法や定義を合理的に選択する問題に直面し，そ
していまも解決しえないでいる。しかし，各代替法の目的適合度の比較分析
を通じて最適測度を知ることができるとすると，このような問題に対する一
つの解答が示されることになるであろう。
とはいえ，筆者の知るかぎり，現在の段階においてまとまった成果が得ら
れているというわけでも，それを代替法の選択にただちに適用できるという
わけでもない。いくつかの試論を中心に方向づけがなされているにすぎない。
だが，特定の会計方法（たとえば時価）の目的適合度を具体的に測定しようと
したり，これについての先験的主張を経験的証拠によって実証しようとする
試みは文献上かなり存在し， しかもこのような議論はわれわれにとって極め
て重要な意味をもっている。そこで，これらの最近の文献の整理を通じてそ
の論理を甲確にし，かかる実証の意義を問いただしてみることは今後の研究
に有益であろう。
ただ，本稿では，誤論を外部会計，それもオペレーショナル会計とよばれ
(4) 
る範囲の中に限定するとともに，方向づけに重点をおくため情報経済学や証
(4)外部会計が常に意思決定を促進しようとしてばかりいるとはいえず， また意思決
定への役立ちを目的とする塔合でも， たとえば過去の業績評価のように間接的に
その目的を果そうとする場合もありうる。 -t.:で :.: 
S -
 .ては， 企業の利害関係者
の利害の調整を直接の目的とするエクイティ会計を除いて， 意思決定者に直接に
適切な資料を提供することを目的とするオペレーショナル会計だけに視野を限定
＇しておきたい。 なおエクイティ会計とオペレーショナル会計の区分については次
の文献を参照せよ。 YujiIjiri, "A Defense for Historical Cost Accounting, " 
in Robert R. Sterling (ed.), Asset Valuation and Income Determination 
(Scholars Book Co., 1971), p. 8 ; Committee on Foundations of Accounting 
Measurement (A. A. A.), "Report of the Committee on Foundations of 
Accounting Measurement," The Accounting Review, Supplement to Vol. 
XLVI (1971), pp.1-12. 
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券市場の理論に深く立ち入ることはできるだけ避けることにしたい。
I 二つの目的適合性の概念
今日，目的適合性はもっとも重要な会計規準の一つであり，有意義な会計
数値を伝達するには何よりもまずこの規準が満たされなければならない，と
(5) 
いわれている。しかしながら，この点についての一般的承認にもかかわらず，
この概念はあまりに抽象的かつ包括的にしか規定されていないから，かって
の有用性 (usefulness) の概念がそうであったように，具体的な意味内容を
(6) 
欠いていて，事実上，さして有効なものではない。それだから，時としてこ
れをその立論の基礎にして特定の会計方法の提案（たとえば時価の導入）がなさ
れていながら，結局は，それらが説得力を欠いた主張に終ってしまっている
ことが多い。このような欠陥を是正するには，そしてさらに代替的会計方法
の有効な選択規準とするには，何よりもまずその意味を明確にする作業が不
可欠となるであろう。
会計の過程を言語を手段とするコミュニケーションの過程と理解する見解
は，今日ではも早や新奇なものではなくなっている。会計は特有の記号の集
合とそれらの記号を関係づける規則の集合一「文法」一をもっているのみ
ならず，対象（企業の財務事象）を記号（コトバ，数字など）で写像し， それを
一定の規則（会計手続準則，コンベンションなど）にしたがって操作し，さらに
その結果を情報利用者に伝達する過程から樺成されているから，それは形式
(7) 
的にも内容的にも言語システムの性質を備えているということができる。い
まこのような解釈にしたがうとすると，会計の研究も，普通の言語や記号の
(5) ASOBAT, op. cit., p. 9. 飯野訳，上掲， 15頁。
(6) Edwin H. Caplan, "Relevance-A'Will-o'-the-Wisp'," ABACUS, Winter 
1969, p. 52. 
(7) David H. Li, "The Semantic Aspect of Communication Theory and Account-
ancy, " The Journal of Accounting Research, Spring 1963, p. 103. 
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研究と同様に，記号と記号の関係を取扱う構文論(syntactics)，記号と指示
対象の関係を取扱う意味論 (semantics)，記号とその利用者との関係を取扱
う語用論 (pragmatics) の三つの領域を含んでいるとみることができる。
会計担当者は経験事象を特有の方法で記号化して，それを一定の規則にした
がって組合せる。他方，利用者は伝達された記号を指示対象に結びつけて解
釈（解読）し， これによって得られた知織にもとづいて行動する。いい換え
ると，会計は記号の作成にだけではなく，それが担う経験的意味や利用者の
行動に及ぽすそれの効果にもかかわりをもっていて，記号相互間の開係のほ
かに，記号と指示対象の関係に関する側面，利用者の意思決定や行動に対す
(8) 
る記号の影響に閲する側面をもっていることになる。
いうまでもなく，目的適合性とは会計メッセージの意義や効果，あるいは
伝えられる情報の質についての会計規準であるから，この三領域のうちでも
特に意味論的側面と語用論的側面に関係しているが，実際に，目的適合性に
ついての論述をみてみると，伝えられる情報の内容に強調をおく場合と利用
者の行動に対する情報の影響に強調をおく場合がみ受けられる。しかもこの
強調点の相遮によって目的適合性の概念そのものの内容が異なってきて，論
者の間に意見の不一致が生じていることさえ多い。そこで，意味論的側面に
強調をおく意味論的目的適合性 (semanticrelevance) と効果や影善の側面
に強調をおく語用論的目的適合性 (pragmaticrelevance) とを区別するこ
(9) 
とが必要である。
もっとも意味論の領域と語用論の領域とはある程度まで重なりあっており，
互いに完全に独立しているというわけではない。両者の区画線は明瞭でない
ばかりか前者が後者に包括されていたり，その前提条件となっていたりして
(8) Robert R. Sterling, "On Theory Construction and Verification," The 
Accounting Review, July 1970, pp. 444-450 ; Committee on Accounting 
Theory Construction・ and Verification (A. A. A.), "Report of the Committee 
on Accounting Theory Construction and Verification," The Accounting 
Review, Supplement to fol. XLV I (1971), pp.54-60. 
6 (6) 意味論的目的適合性と語用論的目的適合性（岡部）
いることも多い。記号とそれが指示するものとは記号の利用者の連想によっ
てはじめて生ずるものであるから，両者の関係は間接であって，意味論もあ
る程度まで特定の利用者に対する記号の関係を取扱う。この意味では意味論
とは記号そのもの（構文論）と記号に対する人々の反応（語用論）という観
察可能な領域に挟まれた便宜上の区分にすぎないのかもしれない。また，意
味論は構文論を，語用論は意味論を包含する関係があるから，意味論規則と
構文論規則とが与えられてはじめて記号は経験的意味をもつことができるし，
また経験的意味をもつものだけが利用者の行動に影響を与えることができ
る。人々は記号に反応するのではなく記号が伝えている意味に反応するのだ
から，知覚，印象，解釈などについて意味論的に有意義でない記号が利用者の
行動に影蓉を及ぽすことはないであろう。しかし，意味論的に有意義な記号
であっても意思決定や行動には効果を及ぽさないことはありうる。利用者の
行動にはその人の個人的な経験や素養，あるいは環境なども影響するであろ
(10) 
うし，また語用論にとって意味論は必要条件ではあるが十分条件ではない。
だが，このようにたとえ両者の区分が明確でないとしても，あるいは相互に
関係しあっているとしても，会計メッセージの目的適合性の概念を上のよう
に二つに区別して理解しておくことは重要である。
このように考えた場合，一般には，どちらかといえば，語用論的目的適合
(9)スクーリングは意味論的情報内容 (semanticinformational content)と語用論
的情報内容 (pragmaticinformational content)という用語を使っている(Robert
R. Sterling, op. cit., p. 453.）。
また， シュウェダーはコミュニケーション理論を適用して， 目的適合性を意味論
的目的適合性 (semanticrelevance)，意思決定目的適合性 (decisionrelevance), 
結果目的適合性 (resultrelevance)に三分している (KeithShwayder, op. cit., 
pp.87-91.）が，後二者はわれわれの語用論に属するとみるべきである。
(10) Colin Cherry, On Human Communication (John Wiley & Sons, Inc., 1957), 
関英男校閲，都丸・木納共訳， 『ヒューマン・コミュニケーション」（光琳書院，
昭36),142-145頁； KeithShwayder, op. cit., p. 89 ; Robert R. Sterling, op. 
cit., pp. 445-446. 
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性の概念が使われているのが知られる。たとえば，アソバット (ASOBAT) 
では次のように述べられている。 「情報が目的適合性の基準に適合するため
には，情報が促進することが意図されている活動または生ずることが期待さ
れる結果と関連をもつか，あるいはそれらと有効に結びついていなければな
らない。このことは，情報または情報を伝達する行為がそれが目ざす活動に
現実に影響するか，あるいは影響する可能性をもたなければならない，とい
(11) 
うことである。」と。たしかに，会計情報の究極の目的が利用者の目標達成を
促進するという意味であらゆる種類の意思決定に役立つことであるとするか
ぎり，あるいはまたすべての事柄は最終的な結末の試金石によってのみ判定
されると考えるかぎり，このように，会計情報の効果や結果の側面を強調す
ることにそれ相当の理由がないわけではない。それどころか情報内容につい
(12) 
ての研究は本来的に語用論に属するとさえいうことができる。しかし，そう
であるにもかかわらず，他方には，会計数値の特性の分析にあたって語用論
的目的適合性だけではなく，意味論的目的適合性とその実証を重視しなけれ
ばならない理由も存在するのである b この点を明らかにするため，次節で，
語用論的目的適合性を具体例をあげて検討し，その特質を明らかにしてみる
ことにしよう。
I 語用論的目的適合性と行動学的アプローチ
会計によって提供される数値は，それが有意義な情報内容を含むときには，
受信した利用者の行動や目標達成に影響を与えたりかれらの社会的経済行動
を特定の方向へ導いたりするであろう。むしろ， （語用論的）目的適合性の
規準によれば，利用者の意思決定や行動に，したがってまた資源の配分に港
(11) ASOBAT, op. cit., p. 9. 飯野訳，上掲， 14頁。
(12) Robert R. Sterling, Theory of Measurement of Enter炒iseIncome (The 
University Press of Kansas, 1970), pp. 3・9-40. 
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在的または顕在的な影響を及ぽすことが要求されているのである。とすれば，
会計測定値とそれがもたらす影響や結果との関連の精密な分析は会計の研究
に極めて重要となり，この考慮なしに最適会計測度の選択をすすめることは
できないことになる。
このような会計数値の語用論的側面の研究の重要性はつとにアソバットに
(13) 
も示唆されていたところであるが，最近では，その方向に沿った具体的な検
討が試みられている。さしあたって，その一例を示すとすれば，われわれは
統計的な意思決定理論を用いて（追加）情報の金銭価値を測定しようとする
(14) 
情報価値の研究や利用者の投資行動に与える会計情報の影響を実証的に分析
しようとするいわゆる行動学的アプローチ (behavioralappro?ch) をあげ
ることができる。しかし，前者についてはわが国でも既に立ち入った検討
(15) 
が加えられているので，ここでは後者を取り上げ，これを手掛りに議論をす
すめることにしよう。
従来，行動学的アプローチといえば，ごく狭い意味に解され，個々の生活
体（情報利用者）の態度や活動に及ぽす情報的な刺檄（会計数値）の影蓉を主
として心理学的手法を用いて分析し，その結果を一般化することに限定さ
れる傾きがあった。もちろん今日でさえこのような狭い解釈を採る見解は少
(16) 
なくないが，普通，投資家集団の全体的な行動や市場の（価格）行動と会計
(13) ASOBAT, op. cit., p. 70-71.飯野訳，上掲， 101-102頁。
(14) Gerald A. Feltham, "The Value of Information," The Accounting Review, 
Oct. 1968, pp. 684-696 ; Gerald A. Feltham and Joel S. Demski, op. cit., 
pp. 623-640 ; Theodore J. Mock, "Concepts of Information Value and 
Accounting," The Accounting Review, Oct. 1971, pp. 765-778. 
(15)谷武幸稿，「情報価値に関する一考察」，国民経済雑誌第123巻6号（昭46年6月），3'
-49頁。 ；武田隆二稿，「「情報価値の 3側面」，国民経済雑詰，第125巻5号（昭47
年5月）。 ；中野煕稿，「対外報告会計と情報価値に閤する覚え書」，経済経研営究年
報（神戸大学），22号1(1972), 63-82頁。 ~ 
(16) Committee on Accounting Valuation Bases (A. A. A.), "Report of the Com-
mittee on Accouting Valuation Bases," The Accounting Review, Supplement 
to Vol. XLVII, (1972), pp.551-556. 
意味論的目的適合性と語用論的目的適合性（岡部） （9) 9 
数値との関連の分析をも行動学的アプローチの中に含める， ヨリ広い解釈が
採用されている。したがって，会計数値の主要な利用者を証券投資家と考
えてかれらに対するその目的適合性を検討する場合でも，行動学的アプロー
チだからといってただちに個々の投資家の行動に視野を限定する必要はな
い。会計数値は，特定の情況において自己に最適なボートフォリオを選択し
ようとしたり自己の持分の真実な価値 (intrinsicvalue) を見積ろうとする
(17) 
個人投資家に利用されると同時に， かれらの参加する資本市場（証券市場）
あるいは総体としての投資家集団 (investorsin aggregate)にも利用され
ている。総体としての投資家や市場も独自の行動様式をもち，会計情報を同
化・吸収し，さらにそれに「反応」 (react)する。それゆえ，このような投
資家集団や市場の行動に焦点を合せても，その反応の観察にもとづいて会計
(18) 
数値の情報内容を評価することができるであろう。
このような広い解釈は二様の意味で外部会計にとって重要であると主張さ
れている。第一に，さまざまな個人行動の客観的観察・分析は極めて困難で
あるが， その派生的・総合的な結果（市場行動）は観察可能であり， 「結合
の虚偽」の問題は残るにしても，この間接的証拠にもとづいて個人投資家に
対する目的適合性を推論することができる。第二に，外部会計は一種の社会
的用具であるから，その機能の検討を完全に個人の水準にとどめておくこと
(17)たとえ暗黙のうちにしろ， 会計の研究はこれまで， 投資家は自己の見積った持分
の真実な価値 (intrinsicvalue)と市場価格との比較を通じて投資決定をすると
いう前提に立っていたことは否定できない。しかし， 最近では， 単一の証券では
なく， 多数の保有証券の水準で投資決定問題を考えるポートフォリオ・アプロー
チの重要性が指摘され， これが投資家の意思決定文脈を提供するといわれてい
る。 Cf. William H. Beaver, "The Behavior of Security Prices and Its 
Implications for Accounting Research (Methods), "The Accounting Review, 
Supplement to Vol. XLV II (1972), p.422, and 428. 
(18) Committee on Accounting Valuation Bases (A.A.A.), op. cit., PP;545-546.; 
Nicholas J. Gonedes, "Efficient Capital Markets and External Accounting, " 
The Accou”血 gReview, Jan. 1972, p.11. 
10 (10) 意味論的目的適合性と語用論的目的適合性（岡部）
はできず，ある程度まで投資家全体，さらには社会全体にそれを結びつけな
ければならない。したがって，会計数値のもつ影署や効果を行動学的アプロ
ーチにしたがって分析する場合，個人行動よりも投資家集団や市場全体の行
(19) 
動に焦点を合せることが重要となる，と主張されている。
それでは，いったい，このようなアプローチによったときには，具体的に
どのようにして会計数値の情報内容が評価されるのであろうか。その手続き
(20) 
のおよその輪郭は次のようである。
会計数値の提供される証券市場は，普通，極めて有効であるから，与えら
れた新情報に即時的かつ不偏的に反応する傾向があり，したがってその時々
の市場価格—それは最適さを暗示する詢衡価格とよばれる一には常に公的に
利用できるすべての情報が反映されがちである。また会計は情報の供給につ
いて独占力をもっていず，他の代替的情報源と完全な競争関係に置かれてい
ると仮定できる証拠もある。市場の取引主体は投資決定にあたって会計情報
だけを盲目的に信じたり利用したりすることはないといえるからである。い
まこのような前提が承隠されると，会計数値の目的適合性の評価が可能にな
ってくる。つまり，情報供給の競争関係のもとにおいては，会計数値が情報
内容をもたないときには代替的情報源が使われて会計数値は利用されないで
あろうし，反対に会計数値がボートフォリオの選択や企業価値の見積りに影
審する事象を反映しているなら，この情報内容はその時の市場価格にただち
に織り込まれるであろう。それゆえ，会計数値が市場価格に影響しているか
どうかを調べることによってその情報内容の存在をうかがい知ることができ
る。会計数値に対する市場の反応があることはその情報内容の存在の信頼で
きる指標であり，したがって，この結果的な反応ー一それには先取反応 (anti-
(19) William H. Beaver, op. cit., p. 424 ; Committee on Accounting Valuation 
Bases (A. A. A.), op. cit., p. 542 ; Nicholas J. Gonedes, op. cit., p. 12. 
(20) Nicholas J. Gonedes, op. cit., pp. 12-17 ; Committee on Accounting Valuation 
Bases (A. A. A.), op. cit., pp. 545-546. 
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(21) 
cipatory reaction) も含まれる—から会計数値の目的適合性を推断すること
が可能である。さらにまたこの方法を精緻にして代替的会計方法と証券価格
行動との相関を明らかにしていけば，代替的会計方法の評価・選択も可能に
(22) 
なってくるであろうといわれている。かくして，上のような考え方によれば，
「かかる（会計）数値に対する市場の反応の観察がこのような数値の実際の情
報内容の評価，ならぴに会計数値をつくりだすのに使われる手続きの評価を
(23) 
支配しなければならない。」ことになる。
このようにして，会計メッセージの語用論的側面に着目することによって
(24) 
市場価格に与える会計数値のインパクトの統計的分析が基礎づけられており，
(25) 
そしてまたいくつかの角度からその具体的調査が試みられている。しかしな
がら，当初にのべたように，われわれにとってはその詳細に立ち入ることよ
りも，このような行動学的アプローチを手掛りにして，かかる検討の意義を
明らかにすることが重要である。
(21)ここに先取反応とは他の情報チャンネルを通じて会計報告書の実質内容が公表以
前に先取りされて生じたと考えられる反応のことである (NicholasJ. Gonedes, 
op. cit.,p.15.) 
(22) Nicholas J. Gonedes, op. cit., p.17; William H. Beaver, op. cit., pp.427 
-428. 
(23) Nicholas J. Gonedes, op. cit., p.20. カッコ内は引用者挿入
(24)市場価格ではなく証券取引数の変化から会計数値の情報内容を推定しようとする
試みもある。これによれば，年度利益の公表が個人投資家の期待を変え，さらに
自己のポートフォリオを変えていることが取引数の変化から知られるから，こ
のような意味での反応があったときには，その会計情報は投資家に取引費用を
負担せしめるほどにかれの期待を変化させたと解される。 WilliamH. Beaver, 
"The Information Content of Annual Earning Annauncements," Empirical 
Research in Accounting : Selected Studies, 1968, Supplement to The 
Journal of Accounting Research, pp. 67-92. 
(25)この点についてはビーヴァが詳しく紹介している。 WilliamH. Beaver, "The 
Behavior of Security Prices....," op. cit., pp.410-417. 
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圃 語用論的目的適合性の意義と限界
(26) 
従来，景気変動に及ぽす利益平準化方法（特に後入先出法）の影響などの数
少ない例外を除くと，会計数値の語用論的側面には十分な注意が払われてこ
なかった。しかしながら，会計はそれ自体を目的とするものではなく，いかな
る意味においてであれ他の目的の手段にすぎないからには，内部会計に限ら
ず外部会計でも，それのもたらす効果や効用を精密に分析してみることは重
要である。会計システムの最終的なアウトプットがそれを利用する意思決定
(27) 
者の行動であるとみうるかぎり，究極的にはかかるアウトプットの評価を通
じて代替的会計方法の選択がおこなわれなければならないであろうし，特に
外部会計の場合には，その際，多少とも社会的考慮を加味する必要性もある
であろう。そしてまた，特定の会計方法の目的適合性の存否についての意見
の不一致を免れるためには，少なくとも事後的に観察可能な事実から出発し，
その論拠を経験に結びつけてみることも重要であろう。それゆえ，このよう
な意味では，市場の反応と会計数値との関連を定量的に分析しようとする叙
上のような立場の意義をわれわれは否定することはできない。少なくとも長
(26)後入先出法の研究が一種の語用論的目的適合性の検討を含んでいたことは注目に
値する。後入先出法はその技術的特性として， 好況時の期間利益の山を削りそれ
をもって不況時の期間利益の谷を埋め．るという利益平準化 (incomesmoothing) 
の効果をもっている。 その結果， 経営者や投資家が好況時に過度に楽観的となっ
たり不況時に過度に悲観的となったりすることが防止されるから，このことが派
及して景気変動の振幅が狭められるという。 かくて． 後入先出法はたとえば先入
先出法よりも景気変動幅の縮小に有用であり， この語用論的目的適合性を理由に
して， 後入先出法の採用がしばしば勧告されてきた。
(27) Robert R. -Sterling, "On Theory Construction...," op. cit., pp. 449-
451 ;Committee on Accounting Theory Construction and Verification (A. A. 
A.), op. cit., pp. 58-61. 
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期的な観点に立つかぎりかかる語用論的目的適合性の検討は会計の研究にと
って不可欠である。
しかしながら，そこには重大な困難が横たわっている事実も忘れられては
ならない。われわれの関心事が伝達される会計情報そのものの情報内容の評
価，したがってまたそれをつくりだす手続きの評価であったことを想起して
みると， J:.のような考え方には，そしてまたその経験的テストの有効性には
いくつかの疑問が生じてくる。
さしあたって有効市場の仮説や情報供給の競争関係の仮説の現実性などの
(28) 
問題には触れずにおくとしても，まず，会計測定値とそれのもたらす最終的
結果との関連があまりに長く，しかも曖昧なことがあげられる。両者の間に
は神秘的で不分明なメカニズムが働いており，会計数値は，たとえかかる反
応をもたらす要因であるとしても，それに貢献する諸要因の中のせいぜい一
つでしかないのであるから，その要因をすべて会計数値に帰すことはできな
い。普通の場合，会計情報の質だけではなく，それを利用する個々の意思決
定者側のさまざまな事情なども市場価格の行動に影響を及ぽさずにはおかな
いであろうし，また会計数値が情報内容をもつことは，市場の反応の十分条
件ではなくしてその必要条件にすぎないのである。
それだから，ある特定の会計数値にある種の反応が認められるとしてもそ
の数値は経験的意味をもたない情報，つまり指示対象との結びつきをもたな
い「誤った情報」であったかもしれない。この点を別にしても，意思決定者
は伝達された会計数値が指示する事柄を正しく知覚・解釈（解読）できない
かもしれないし，また正しい解釈からでも誤った期待の形成や誤った意思決
定が導がれるかもしれない。利用者が蓄積している知識の水準，解釈能力や
(28)資本市場が上に述べたような意味で果たして「有効」であるかどうかは一つの問
題となりうるだろう。 また， 梢報供給の競争関係ついても，会計梢報公開に対す
る法律の介入，厳格な資格制度による会計専門家の参入規制などを考感に入れる
と自由競争の条件が満たされているとはいえないといわれている。 (Robert R. 
Sterling, ibid., p. 455. n.) 
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理解能力，問題解決能力などはまちまちであり，また利用者の置かれている
問題情況自体も決して画ーではないであろう。またスターリング (Sterling)
によれば，外部会計報告書の利用者は永年のやや儀式的な公表制度に習慣づ
けられていたり他人の判断や行動に影響されていたりして特定の様式で反応
するように（実験心理学的な意味で） 「条件づけ」られてしまっていることが
多く，反応すべきでないものに反応したり，あるいは誤った方式で反応する
(29) 
結果が生じているといわれている。したがって， もしそうであれば，これら
の諸要因も総合されて直接・間接に結果的な行動に反映されるであろうか
ら，たとえ会計数値に対する反応が存在するとしても，このことからただち
にその情報内容の存在を断定することはできないであろう。
問題はそれだけではない。上のような行動学的アプローチそのものにも疑
問が生ずる。普通の場合，このような分析は，会計数値の性質というよりも
投資家や市場の性質を明らかにするための手法とみられなければならない。
個人投資家の反応はかれらの行動様式を反映しており，市場の反応は市場が
そうした性質をもっていること（たとえばその有効性）を反映しているにすぎ
ず，それらは既述のように会計数値の性質の全的な反映ではない；われわれ
にとって重要なのは利用者の意思決定に対する会計数値の役立ちであるにも
かがわらず，事実上，そこでは意思決定インプットとそのアウトフ゜ットに挟
まれたプラック・ボックスの解明に焦点が移されてしまっている。つまり，
心理学者が実験動物に及ぽす電気ショックの影蓉を調査するのと同様の方
法で刺激（会計数値）と反応（行動）の相関を統計的に分析しようとしてい
るが，それは，ちょうど心理学者の目的が電気の性質ではなく生活体の構
造の説明にあるのと全く同じ理由から，会計情報の質に重点をおいたもので
(30) 
はない。したがって，特定の会計数値に反応するという事実が明らかに認め
(29) Robert R. Sterling, ibid., p.453; Nicholas J. Gonedes, op. cit., pp.18-19. 
(30) A. Rashad Abdel-khalik, The Efficient Market Hypothesis and Accounting 
Data : A Point of View, The Accounting Review, Oct. 1972, pp. 791-793. 
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られるとしても，そのことは必ずしも会計情報の目的適合性を示す証拠とは
(31) 
ならないであろう。
もちろん，このアプローチはようやく緒についたばかりであるから，それ
(32) 
を積極的に展開しようとする論者さえ認めているように，これによっていま
すぐ目的適合度の数量化や代替的会計方法の順位づけが可能なわけではなく，
せいぜいコミュニケーション効果をごく一般的な形で示しうるにすぎない。
いま，この点を批判するのは酷にすぎよう。しかし，行動学的アプローチの
例を通じてみるかぎりであるとはいえ，上のような問題点があってその分析
結果の有効性に限界があるとすれば，たとえ会計情報を利用者の活動や結果
に結びつけなければならないからといって，その語用論的側面のみを過度に
強調することには疑問が残る。それどころか，もっともらしい相関から誤っ
た結論を下したり，現行会計制度が改善の余地のないものであるという不適
(33) 
切な結論に導かれる危険さえある，と指摘されている。
とすれば，以上の考察はわれわれを意味論の領域の研究に向わせずにはお
かないであろう。
W 意味論的目的適合性と予測能力規準
さて，意味論的目的適合性は，既述のように，たとえ程度の相遮であるに
せよ情報がひきおこす結果によりも伝達される情報そのものの内容に重点を
置き，情報評価における会計以外の諸要因の介入をできるだけ排除しようと
する。したがって，シュウェダーが述べているように， 「それは意思決定環
(34) 
境が極めて複雑なときの唯一の代替法」といえるし，そしてまたこれによっ
て語用論的目的適合性に随伴する叙上の問題が回避ないし補完されることに
(31) Robert R. Sterling, ibid., p. 453. 
(32) Nicholas J. Gonedes, op. cit., pp. 16-17 ; William H. Beaver, op. cit., 
p.428. 
(33) A. Rashad Abdel-khalik, op. cit◆,p. 791. 
(34) Keith Shwayder, op. cit., p. 91. 
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なるであろう。それゆえ，たとえば語用論的色彩の濃いはずの情報価値の分
(35) 
野において意味論的情報価値の測定が試みられていることからも明日なよう
に，従来その重要性にもかかわらずとかく看過ないし軽視されがちであった
会計メッセージの意味論的側面にも，最近では，人々の注意が向けられよう
としている。とはいえ，この意味論的目的適合性をほり下げて考えてみると
その具体的内容は一向に明らかでなく，また文献上さして明確な見解もみ
られないが，しかし，その一つの有力な所説としてわれわれは予測可能性
(predictability)の規準をあげることができよう。そこで，以下，この規
準について考察してみよう。
一般に，何らかの形で将来の結果を予測することなしに意思決定をおこな
うことはできないから予測は意思決定の不可欠の前提条件である。しかも予
測がよければよいほど意思決定の質がたかめられ，したがって意思決定の結
果もよくなると仮定することができる。とすれば，他の条件が等しいかぎり
ヨリ大きな予測能力をもつ会計数値ほど意思決定に有意義で，また効用も大
きいということができる。それゆえ，たとえば当期純利益は投資家の予測目
的に役立つように定義され測定されなければならないし，またその定義や測
定に代替方法があるときは投資家が関心をもつ将来事象をヨリ良く予測可能
(36) 
にする方法が選択されなければならないことになる。 「この規準によると意
思決定者に関心ある事象を予測しうるその能力を通じて代替的な会計の測定
が評価される。所与の事象について最大の予測力を有する測度がその特定目
(37) 
的に対する『最良の』方法であると考えられる。」からである。
(35)中野勲稿，「会計情報の分配価値についての覚え書」，国民経済雑誌，第126巻 5号
（昭和47年11月），54-73頁。
(36) Committee on Accounting Theory Construction and Verification, op. cit., 
p. 63 and p. 77. 
(37) W. H. Beaver, J. W. Kennelly and W. M. Voss, "Predictive Ability as a 
Criterion for the Evaluation of Accounting Data," The Accou祉切gReview, 
Oct. 1968, p. 678. 
意味論的目的適合性と語用論的目的適合性（岡部） （17) 17 
また，将来事象を予測可能にするような会計数値（たとえば当期利益）が呈
示されるとすると，その後の実際事象の発生によって以前の予測能力は自動
的に検証されるであろうから，予測能力とは本来的に経験的検証の問題を含
(38) 
んでいるといわれており，またそれぞれの代替法の相対的予測能力を直接に
評価することも可能である。この場合，予測因子としての会計数値と予測さ
れる経済事象との相関をシュミレーションなどを通じて統計的に分析してみ
ることができるからである。
このようにして，予測能力のアプローチは会計数値がもたらす最終的結果
よりもそれの渚在的な情報内容を強調する。利用者の予測や期待の形成だけ
にかかわらしめることによって，また予測そのものではなく予測の「可能性」
を強調することによって，意思決定や行動から一歩離れた水準で会計職能を
理解す否とともに，所与の予測関係のもとでの会計数値の一般的な経験的意
味に重点を置いている。それだから，このアプローチは非個人的であるのみ
ならず，意思決定の構造についてごく一部の知識しか必要とせず，したがっ
てその完全な知識を待たずとも情報内容の調査をすすめることができる，と
(39) 
主張される。そしてまた，意味論的側面を取り上げることにより，情報評価
にあたって利用者の特殊な事情や効用関数の影審を軽減できるという長所も
ある。それゆえ，予測能力のアプローチは，文献上，相当幅広い支持を獲得
(40) 
して，直接・間接に情報評価の規準として採択されてきている。たとえば語
用論的目的適合性の概念を採用したはずのアソパットも，実際には「多くの
(41) 
人々は会計情報をある種の予測を助けるものとして利用する」と述べてこれ
を根拠に時価の導入を主張しているし，また，別の機会にも述べたように，
同じ理由から経済学的利益概念の採用や利益の行動態様別分割を主張する見
(38) I bid., p. 677.拙稿， 「会計における予測可能性の規準ーーカレント・コストの情
報内容明確化の可能性一」関大商学論集第17巻 1号（昭47年4月）， 35頁以下参照。
(39) W. H. Beaver, J. W. Kennelly and W. M. Voss, op. cit., p. 680; Committee 
on Accounting Theory Construction and Verification, op. cti., p. 63. 
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(42) 
解なども少なくない。
とはいえ， 予測能力の検討においては当然に予測因子（会計数値）と被予
測因子（予測されるべき事象）との関連づけが重要であり， この点で因果関係
や相関関係についての知識が不可欠ではあるが，今日，この検討が十分にす
すめられているわけではない。また，特定の会計数値はだれに，どのような
事象を，いかなる予測方法のもとで予測可能にするのかを明確にしなければ
ならないから，このアプローチをとった場合でも，意思決定者，意思決定モ
デル，予測モデルなどを特定化する問題にも直面する。 「予測能力規準は明
示的に定義された特定の意思決定モデルからやや独立してはいるがそれもま
た最終的な分析においては一般的クラスの意思決定者に関心がありそして重
(43) 
要な概念上の変数についての少なくともある一般的な列挙に依存している」
からである。かくじて社会的視野の欠落などの問題を別にしても，予測能力
規準にも意思決定変数の掌握などいくつかの問題があり，この規準によっ
て代替的会計方法の選択をなしうるにはなおも残された課題は多い。だが，
そうだとしても，意思決定目的への機能的関連の考察をすすめる場合，意味
論的目的適合性を考慮に入れて現実の会計問題を解決していこうとする立場
の意義は極めて大きいといわなければならない。
(40) Committee on Accounting Theory Construction and Verification, op.・ cit., 
p. 63f; Committee on Corporate Financial Reporting, "Report of the Comm-
ittee on Corporate Financial Reporting," The Accounting Review, Supple-
ment to Vol. XLVII (1972), pp.525-526; J.G. Louderback II, "Proje-
ctability as a Criterion for Income Determination Methods," The Accounting 
Review, April 1971, pp. 298-305 ; Lawrence Revsine, "Predictive Ability, 
Market Prices, and Operating Flows," The Accounting Review, July 
1971, pp. 480-489. ; Committee on Accounting Valuation Bases, op. cit., 
p. 546 ; Nicholas J. Gonedes, op. cit., p. 19. 
(41) ASOBAT, op. cit., p.23.飯野訳，上掲， 35頁。
(42)拙稿，上掲， 31-35頁。
(43) Committee on Accounting Theory Construction and Verification, op. cit., 
p. 78. 
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これまで，過去の経験事象を測定した会計数値が将来事象の予測因子とし
て役立つとか投資家や市場の行動にインパクトを与えるとかいう問題は深く
理解されもしなかったし，また真正面から取り上げられることもなかった。
だが，最近では，会計とは「意思決定の測定，伝達職能」であるとさえいわ
(44) 
れ，情報利用者の意思決定に対する会計報告書の役立ちが重要視されてい
る。この観点からすれば，会計情報がいかに利用されるかを考えることなし
にその作成を考えることはできないであろうから，演繹的に最適な会計情報
を求めようとするときには，まず「消費」の分析から出発して代替法の選択
をすすめることが必要とされる。会計報告書に利用者の情報要求を満足させ
る機能的特性を備えさせようとするのも，目的適合性の規準にしたがうこと
を要求するのも，要するに，こうした考え方に立つからにほかならない。
しかしながら，この点について精密な議論をすすめ，代替的会計方法の目
的適合度を測定しようとする際には会計メッセージの意味論的領域の重要さ
が忘れられてはならない。もちろん，会計情親は利用者の活動や結果に有効
に結びついていてかれらの目標達成を促進しなければならないから，特に長
期的な事後分析として，語用論的目的適合性の検討が軽視されてよいという
理由はない。また，意味論的目的適合性，さらにはたとえば予測可能性を取
り上げる場合でも，ある程度まで会計情報を個々の利用者に関係づけ意思決
定文脈を特定化する問題を避けえないにもかかわらず，外部会計情報の潜在
的利用者は不特定・多数で，その意思決定に秩序だった階層関係がみられな
いという問題があるのも事実である。したがって，さしあたり，利用者の予
測や意思決定について十分な知識が得られるまでは，理論的厳密さをある程
度犠牲にしてでも，投資理論などのたすけをかりて複雑多岐な意思決定を扱
(44) Committee on Accounting Theory Construction and Verification, op. cit., 
p.60. 
20 (20) 意味論的目的適合性と語用論的目的適合性（岡部）
(45) 
いやすいモデルにまとめていくことや，あるいは明らかに有用と思えるすべ
ての資料を公開するという「暫定的解決」の方法—―ーたとえば多元的測定，特
殊目的の報告書や補足財務諸表の作成，財務諸表の細区分による明細化など―-—を採
(46) 
ることが必要であるかもしれない。だが，早急な解決は望めないにしても，
利用者指向の見地から会計情報のコスト・ビニフィット分析をおこなおうと
する場合，意味論的目的適合性に焦点を合せることは極めて重要であり，し
たがって，今後，このような方向に沿って具体的な検討を積重ねていく努力
が必要とされるであろう。
(45) Robert R; Sterling, op. cit., p.456. 
(46)この方法によっても代替法の目的適合度の評価・測定の問題は回避されない。
「一つの『暫定的な』解決は潜在的に目的適合的なもの全部を含むデータ・ペー
スの構築である。 しかし， 受容できる意思決定モデルとの数を限定する方法はな
いから，そして考えうる予測モデルの数は無限であるから， 先験的水準において
港在的に目的適合的なデータの量に上限はない。 このようなデータはいくぶんか
の費用を払って貯えられているのだから， そしてデーク・ベースの規模は急激に
無限大近づくだろうから， 効用についての暗黙の評価がなされねばならないであ
ろう。かくて，デーク・ペースのアプローチは， 代替的情報システムを有意義に
評価するためにおこなわなければならないコスト・ビニフィット分析を無視した
り延期したりする機会をわれわれに与えはしない。」 (Committeeon Accounting 
Theory Construction and Verification, op. cit., p. 78.) 
